
所有者不明土地法に基づく国交省職員の派遣について

背景・概要

＜所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法第４１条＞

地方公共団体の長は、地域福利増進事業等の実施の準備のためその職員に土地所有者等の探索に関する専門的な知
識を習得させる必要があるときは、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣に対し、国土交通省の職員の派遣
を要請することができる。

地方公共団体における公共事業等の実施の準備のため国交省職員が土地所有者等の探索の経験や所有者
不明土地法に基づく探索方法を踏まえ、具体的な探索方法、留意点等について助言等を行います。

国交省職員の派遣期間については、日帰り～数日間とし、所掌事務又は業務の遂行に著しい支障のない限り、
適任と認める職員を派遣します。 （派遣する職員の旅費等は、地方公共団体の負担になります。）

地方公共団体の長
北海道開発局長

（開発監理部用地課）
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派遣手続

人口減少・高齢化の進展に伴う土地利用ニーズの低下や地方から都市等への人口移動を背景とした土地の所有意
識の希薄化等により所有者不明土地が全国に増加しており、所有者等の探索が困難

地方公共団体においては、所有者の探索をはじめとする用地取得業務に関する専門的な知識を有する職員の不足
が課題
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